







始めることをお許し頂きたい｡ 手許に一冊の本がある｡ 著者は哲学者かつ信州大教授 (当







造は戦後アメリカの指導の下, 急速に変化を遂げることになり, 大学教授に ‶良い市民






すなわちこのことは ｢昭和22年に大学基準協会がアメリカ諸大学の ‶理事会" の制度に
倣って ‶大学審議会要綱" を作成し, 過半数の学外者が参加する理事会に教育, 研究, 人
事, 財政, 行政に亘る最高の権限を与えようとした｡ この案に, 大学教授たちは ‶大学の








酒 井 俊 行
 参考文献中の渡辺 (1960) 参照
 官僚・会社員・技術者・教員等
学問に精進したいからこそ, ｢敢えて学生の不興を買うような人格に自己形成してきた｣
(p.147) とするわけでもある｡ 大学人が本来的に守るべき対象として, 大学の自治あるい
は学問の自由があるとして, そのために教授陣は政治との関わりを避ける｡ そしてそのこ
とが学生の不興を買い, 教授陣の信用失墜に繋がったとするのである｡
さらに ｢この時代の学生は, とりわけ信州大のような地方大学に来る学生は, コンプレッ
クスの塊であって, 教育を施そうにも, 社会制度的に営々と形成された風俗の壁は厚く,
一教授の力ではどうにもならないので, 結果好きな研究に巣篭りせざるをえなくなる｣









制高等学校, 旧制大学が, 旧制専門学校 (実業専門学校) として, 旧制高等商業学校や旧
制高等工業学校が存在した｡ この場合, 旧制高校→旧制大学のコースは, 明らかにエリー























さらに時を経て濱田 (2007) においても, 大学人は ｢通常の場合, 教育に熱心でなく,
彼らは教員・教師であることにあまり重い価値をみない｣ (p.41) ことがより直截的に指
摘される｡ 何時の時代も大学人が ｢研究好きの教育嫌い｣ であるとするならば, キャリア







『学校基本調査(３)』 によれば, 2011年時点で全国の大学数 (４年制大学のみ) は780校
を数える｡ これを時系列でみると1920年にわずか20校であったものが, 戦後1950年には201




に基づく大学に加えて, 旧制高等学校, 師範学校, 高等師範学校, 大学予科及び旧制専門
学校が４年制の新制大学として再編されることになったのである｡
1990年以降の増加は, 1956年に定められた 『大学設置基準』 によって, それまで学部学
科などの組織形態や教員資格, 教育課程, 卒業要件, 施設設備等について大学の在り方が
厳しく規制されてきたものが, 1991年に大改正されたことによる｡ この改正によって, 基
準そのもの大綱化・自由化を目指して, 大幅な緩和, 弾力化が図られた｡
またこの間の推移を学生数 (４年制学部学生と大学院生他の合計) の変化でみると,
1960年代後半に100万人台にのせたあと, 1970年140万人, 1990年213万人, 2000年274万人,
2011年289万人と, とりわけ少子化が指摘されるなかでも順調な増加を示している｡




加えて 『教育指標の国際比較 (2010年版)(４)』 によって主要国の進学率 (高等教育機関)
をみると, 日本 (大学＋短大) 57.2％ (2009年), アメリカ (フルタイム進学者(５)) 53.1％
(2006年), イギリス (フルタイム進学者) 62.5％ (2007年), ドイツ (大学＋高等専門学














も大きい｡ 中等教育において, 職業専門学校, 職業学校, 職業上級学校, 実科学校, 上級







































によって, 2011年卒1.26倍, 2012年卒1.23倍と, 再び2000年前後の水準に低下してしまう
ことになる｡ いわゆる就職 ‶超" 氷河期の到来である｡
こうした状況を受けて手をこまねいているわけに行かなくなった大学は, これまでの就




沢田 (2011) によれば, わが国で最初にキャリアセンターを設置した大学は立命館大







り, 学部教育との連携も盛んに議論されるようになってきた｣ (p.25) とする経緯を辿る
ことになる｡
そうしたなかで特に注目されるのは, 京都大 (2001年), 東京大 (2005年) などの就職
エリート校においても, キャリアセンターが設立されたことである｡ 両校においても, キャ
リア育成に乗り出さなければならないほど, とりわけ2000年代に入って以降の就職困難化








のプロジェクト (財政支援期間) とされた(７)｡ 本事業の趣旨としては, 各大学・短期大学
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 ㈱リクルートワークス研究所







は180校が選定された｡ 応募件数総数は441件 (国立49件, 公立31件, 私立261件, 短大83
件, 共同申請17件) で, このうち選定件数が180件 (国立28件, 公立23件, 私立106件, 短
大19件, 共同申請４件) ということである｡ 選定された大学には旧帝大・早慶といった就
職エリート校は皆無であり, 国立は地方中堅校, 私立はいわゆるMARCH クラス以下で
ある｡ 旧帝大等がこの事業に応募したか否かの確認はしていないが, 結果的に選定対象と
されなかったことは事実である｡
他には厚生労働省において ｢若年者就職基礎能力支援事業 (YES プログラム)｣ が企画











2000年 帝京大学 この頃からリクルートナビ (現 ｢リクナビ｣)
が就活市場で巨大なシェアを獲得
2001年 京都大学 小泉内閣が発足






























これまで ｢キャリア (＝career) 教育｣ という用語を無前提に使ってきた｡ ここでキャ
リア教育の概念を整理してみよう｡ 近年大学で使用されるキャリアという言葉は, ｢職業
(＝occupation)｣ とほぼ同義である｡ しかしそうした使用法以上に ｢(ある分野における)
履歴・経歴・活動歴｣ として用いられるのが一般的といえよう｡ 両者の意味を比較すれば,
明らかに前者は ‶狭義" で, 後者は ‶広義" である｡ 本来的には大学におけるキャリア教
育は広義の意味に解釈すべきであろう｡ しかしながら本稿では大勢に従って, 狭義の ｢職
業｣ に限定することとする｡
また一言でキャリア教育と言うが, その中身は本質的に多様である｡ 教育には知育・徳
育・体育ということがある｡ また武芸を修める場合には心技体 (技心体) ということがあ
る｡ 翻って就業力も多聞に, これらが三位一体となってハーモニーを奏でるものでなけれ
ばならない｡ 就業力に優れようと思えば, まず健全な身体を築かなければならない (体育)｡







体育を除けば残るのは知育と徳育である｡ 徳育は, 個人が人間社会で他人と共生し, か
つ生き抜くための基礎的能力を涵養する｡ また知育は, 現実社会でとりわけ経済的欲求を
満たすための技能・技術である専門的能力を涵養する｡ このことをキャリア教育と関連づ
ければ, 徳育＝ ｢就業基礎力｣, 知育＝ ｢就業専門力｣ としてよいであろう｡ ｢就活力 (就
業活動力)｣ はそうした基礎力・専門力が備わってはじめて十全となる｡ 本稿では, ｢就業





ものをクロノロジカルに辿ると, 第一に, 内閣府に設けられた人間力戦略研究会の 『人間
力戦略研究会報告書』 (2003年４月), 第二に, 文科省が事務局を預かる中央教育審議会
『わが国の高等教育の将来像 (答申)』 (2005年１月), 第三に, 経産省が音頭を取った社会
人基礎力に関する研究会 『中間取りまとめ』 (2006年１月), 第四に, 厚労省の 『若年者
｢就職基礎能力｣ 支援事業 (YES プログラム)』 (2006年３月), そして最後に, 文科省が
策定した 『教育振興基本計画』 (2008年７月) などがあげられる｡ このなかで内閣府の
｢人間力｣, 経産省の ｢社会人基礎力｣, 厚労省の ｢就職基礎能力｣ を概観する｡
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最初に ｢人間基礎力｣ について人間力研究会 (2003) をみると, まず ｢現実の社会に生
き, 社会をつくる人間をモデルとし, その資質・能力を ‶人間力" として考える｣ (p.4)







①学校, ②家庭・地域, ③産業 (企業), ④雇用対策の４部門に分けられる｡ ①学校に関
しては, ｢学習・就業意欲を高める｣ ｢学校が変わる｣ ｢教員が変わる｣ ｢制度が変わる (政
府による枠組み作り)｣ として提言される｡ ②家庭・地域に関しては, ｢家庭の教育力を高
める｣ ｢地域の教育力を高める｣ として提言される｡ ③産業 (企業) に関しては, ｢人材を
育てる｣ ｢学校・地域との連携を深める｣ として提言される｡ ④雇用政策としては, ｢就業・
起業を支援する｣ ｢キャリア形成を支援する｣ として提言される (以上 pp.13-24)｡
そして最終的に, 人間力向上に向けた戦略的な施策の推進が訴えられ, そのための具体
策として①問題意識の共有化, ②学校, 家庭, 地域及び産業等の役割の明確化, ③各主体
の連携強化, ④戦略的な対策の推進が示される (以上 pp.24-25)｡ こうしたなかでとりわ
け強調されるのは, 学校, 家庭, 地域及び産業等の役割が明確化され, それらの各主体が
緊密に連携を図らなければならないということである｡ 要するに人間力を向上させるため
には, 学校, 家庭, 地域及び産業がバラバラな対応を図っても効果が薄いということであ
る｡ これはキャリア教育を論じるうえでも興味深い指摘である｡
次に ｢社会人基礎力｣ について社会人基礎力研究会 (2006) をみてみよう｡ 本ペーパー
は ｢Ⅰ. 職場や地域社会で求められる能力｣, ｢Ⅱ. 社会人基礎力の内容｣, ｢Ⅲ. 社会人基
礎力を土台とした企業・若者・学校の ‶つながり"｣, ｢Ⅳ. どのような取組が求められる
か？｣ との四部構成がとられている｡ 表２をみられたい｡ ｢社会人基礎力｣ の能力要素と










さらに社会人基礎力も人間力同様に, 産業界・企業, 若者, 教育機関, 家庭・地域, 政
府の５つの主体をあげてつながりが強調され, それぞれの主体について望まれる取組が示
される｡ このなかで, 若者に望まれる取組としては, ①社会人基礎力を活かした自己分析




最後に, 厚労省の ｢若年者就職基礎能力｣ について厚労省 (2006) をみてみることとす
る｡ ここでは若年者の就職基礎能力として大きく, コミュニケーション能力, 職業人意識,
基礎学力, ビジネスマナーの４つが取り上げられている｡
こうしたなかでコミュニケーション能力については, ①意思疎通→傾聴する姿勢, 双方
向の円滑なコミュニケーション, 意見集約, 情報伝達, 意見の主張, ②協調性→相手の尊
重, 組織・人間関係, ③自己表現能力→明確な説明, 図表等を用いた表現が, 職業人意識
については, ①責任感→社会人・職業人としての社会的役割と責任, 組織秩序の維持, 主











































が, 基礎学力については, ①読み書き→ビジネス文書の作成, ビジネス文書の読解, ②計
算・計数・数学的思考力→計算・計数, 数学的思考, ③社会人常識が, ビジネスマナーに




以上文科省, 経産省, 厚労省の３省が示すキャリア教育の目指す地点をみてきた｡ 達観
すれば, 人間力, 社会人基礎力, 就職基礎能力についてはコンテンツの精粗・深浅はある
ものの, 基本的に追求する方向性・内容はほぼ同様と言ってよい｡ これらについても整理
すればすべてその枠に入るわけではないが, 既に議論した ｢就業基礎力｣ ｢就業専門力｣
｢就活力｣ の３つに概ね分類されるとみてよいであろう｡ そして所期の教育効果をあげる






業力育成支援事業 (就業力 GP)｣ に選定された大学を中心に, 各校がそれぞれなりの就
業力支援プログラムを実行に移してきた｡ 今後のキャリア教育の方向性を探ることを目的
に, こうしたプログラムのいくつかを紹介することとしたい｡ 手元にあるプログラムは愛
知東邦大学他15校(８)で, すべて就業力 GPの選定校である｡ このうち国公立大学は２校,
理工系大学は４校 (情報科学系を含む) となっている｡
このなかで成城大のプログラムをみてみることとしよう｡ まず入学時には, 全学生を対
象にキャリアガイダンスが実施される｡ 次いで１年次には, ｢自ら考え行動する力｣ の基
礎養成を目的として, キャリア形成概論等の ｢就業力基礎科目｣ によって ｢自己理解｣
｢社会理解｣ を深め, ｢勤労観・職業観｣ を醸成するとする｡ またこの年次には ｢就業力強
化科目｣ として時事英語も開講される｡
２年次, ３年次では, ｢自ら考え行動する力｣ を一層高めることに加えて ｢実践的能力｣
の養成が図られる｡ ｢就業力発展科目｣ では, ワークライフバランス論, 業界企業分析論,
グローバルビジネス論, ｢就業力強化科目｣ では, 時事問題研究, 就業力実践 (経済・会
計・法律), また ｢正課外プログラム｣ では, 職業能力ベーシックスキル, 卒業生とのコ
ラボ講座が開設される｡
最後に４年次では, ３年次までに身に付けた ｢成城の就業力｡｣ をもとに, ｢正課外プロ
グラム｣ として内定者フォローアップを開設し, その就業力が社会でどのように活かされ
るかを学ばせるとともに, 社会人としての明確な目標を立てさせる｡ こうした過程を経た
結果, ①十分な就業力が身に付いた学生には ｢就業力ディプロマ｣, ②特に積極的に取り
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 愛知東邦大学, 会津大学, 大分大学, 鹿児島国際大学, 九州共立大学, 京都学園大学, 静岡理工科大学, 駿
河台大学, 聖学院大学, 成城大学, 富山国際大学, 豊田工業大学, 福岡工業大学, 桃山学院大学, 山梨英和
大学の15大学
組み, 優秀な成果をあげた学生には ｢EMS (＝Excellently Motivated Student) 認定証｣,





プログラムの第一は ｢職業への展望｣ ということである｡ 職業観・勤労観を培い, 職業
生活への展望を持たせるために, キャリアデザイン教育を実施し, 外部講師の招聘による
実社会への開眼や自己発見と職業適性に関する認識の進化を図る｡





第三は ｢実践力の基盤｣ ということである｡ 実地体験に学び, 目的意識をもって学修を
継続・深化させることを通じて, 職業人として必要な実践力の基盤を固める｡ このため
IT 体験工房を設け, 実践によって ｢失敗を恐れない｣ 行動特性を培い, インターンシッ
プ (国際インターンシップを含む) 等を体験することによって実地に学ぶ｡
第四は ｢就業力の確認｣ ということである｡ 大学を卒業した職業人に求められる最低限
の資質能力が形成されているかについて, 人と人との関わりのなかで確認し, 就業への自
身を持たせる｡ このため, サイバー就活支援システムの構築, 常時, 学業・就業力を総合
的に把握できる就業力ポートフォリオの提供, オンラインメンター登録制度に基づく就活
アドバイスの実施などが図られる｡








ここでは先に示した ｢就業基礎力｣ ｢就業専門力｣ ｢就活力｣ のそれぞれについて改めて
敷衍するとともに, その教育の方向性を論じることとしたい｡
(｢就業基礎力｣ 教育)
｢就業基礎力｣ は, 主体性, 実行力, 企画力, 発信力, 規律性といった, 仕事を遂行す
るうえでのまさしく基礎的能力である｡ この能力は別に就業に固有に必要とされるもので
はないが, これを欠くとそのうえにいくら専門的能力を積み重ねても, まさしく砂上の楼
閣｡ 就業力の成就は期しがたい｡ そうした意味で ｢就業基礎力｣ はあくまでも必要条件で
あって, それだけでは必要十分とはならない｡
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職業基礎力をもう少し具体的に探るために, 塚谷(９)(2004) をみてみよう｡ 同書では社
会におけるマナーの重要性を主張するのと同時に, ｢大学の常識が社会の非常識であるこ
と｣ を指摘する (以上 pp.96-103)｡ ‶大学の常識・社会の非常識" としては, ①欠席, ②




昨今のキャリア教育をめぐる議論では, このような ‶しつけ" に関する部分が必要以上
にデフォルメされ, あたかもそうしたことがキャリア教育のすべてであるように喧伝され
る場合も多い｡ しかしそれは大きな誤解である｡ 最近の大学生の多くがそれらの要素を欠
いているために, その必要性が強調されるにすぎない｡ 家庭教育, あるいは初等・中等教
育までの段階で十分に身に付けていれば, 無論のこと必要がないものである｡








マナー, 言葉遣いなどの矯正には, 全教職員が一丸となって臨まなければならない｡ 大学
教員の一部には, ｢大学は従来からの授業さえやっていればよい｣ というスタンスをとる
向きも多いわけだ｡ しかしあまり深く考えなくとも, 本来的に ｢就業基礎力｣ 教育と大学
本来の教育は別段トレードオフの関係にあるものではないはずである｡
(｢就業専門力｣ 教育)
ここでの ｢就業専門力｣ 教育は, いわゆる実学教育を考えている｡ 理系であれば, 工学
系の電子工学とか機械工学とか生命工学とかが妥当しよう｡ 文系では, 簿記・会計学, 各
方面の法律学, マーケティング論などが妥当するであろう｡ またその一方で文学, 哲学等
の ‶非" 実学分野も領域としては大きい｡ こうした教育こそ大学における本来的分野とす
る見解も多いわけである｡ なお藤原 (2005) では ｢‶すぐに役立たないこと" を命がけで














中等教育の段階でも職業 (専門) 教育の要素が大きいことを指摘した｡ そこではボリュー
ム的に大きいのみならず, 教育体系において職業教育が有機的に機能している様子が窺わ








系統の新制 (職業) 高校が受け継いだ｡ それが先にみたような大学の乱造によって質的要
素が薄められ, 職業教育機能が失われてしまうことになってしまったと理解するわけだ｡
(｢就活力｣ 教育)





























繰り返しになるが, 就業基礎力, 就業専門力の能力が備わっていなければ, 就活力は本
当には身に付かない｡ とりわけ1980年代以前においては, 基礎力・専門力が十分でさえあ
れば就活上の問題は少なかった｡ だが昨今ではそうした能力が十分であっても, それだけ
では就職戦線を勝ち抜くことは出来なくなっている｡ 技術・技能としての ｢就活力｣ が身
に付いていなければならないのだ｡













図１はキャリア教育体系 (案) で, 図２はキャリア教育の階層である｡ まず大事である
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図１ キャリア教育体系 (案)









(セールスポイント) を必要とする｡ そうした意味において, ｢ディプロマポリシー｣ ある
いは ｢大学の約束｣ が重要と考えるのである｡












｢キャリアセンター｣ は, キャリア教育を実施する ｢キャリア教育室 (教員組織)｣ と
｢就職活動支援室 (事務職員組織)｣ を包含した組織とすべきである｡ ｢就職活動支援室｣
は旧来の就職部 (課) の延長と考えてよい｡ ｢キャリア教育室｣ では, キャリアデザイン,
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図２ キャリア教育の階層









委託) してしまうこととなる｡ 他方外部業者はキャリア教育のプロであるかというと, 半
分 ‶YES" で半分 ‶NO" と言わざるをえない｡ なぜならば彼らの多くは, キャリア教育
を自らが作り出したパラダイムに極限する場合が多いからである｡ このことは市場原理主
義や新自由主義をパラダイムとして, 自らの利益保持に走った金融のプロたちの姿と重ね
られよう｡ それはたとえば就職WEBを金科玉条とするなかで, ｢自己分析｣ ｢エントリー
シート｣ ｢業界・企業分析｣ などを ｢就活三点セット｣ として取り扱うような対応のこと
である｡ 言うまでもなく, この三点セットだけでは真のキャリア教育には繋がらない｡
‶2.b" でみてきたように, 就業力 (＝人間力, 社会人基礎力) については行政を中心に
産学を巻き込んだ国家的レベルの議論が戦わされている｡ こういった議論をみる限り, キャ
リア教育を安易に ｢就活三点セット｣ などに矮小化してならないことは, 明白であろう｡
にも拘わらず一部業者がそうした対応を図るのは, 達観すれば, 彼らも本来的な意味でキャ
リア教育のプロではないからということだ｡














る｡ 今急がなければならないのは, キャリア教育学 (論) の確立であり, また真の専門教
員養成を図らなければならないということである｡
さらに指摘しなければならないのは, 両室をつなぐ情報管理業務 (事務職員) の役割で
ある｡ この業務としては, 学生のキャリアポートフォリオ管理, 求人先・インターンシッ
プ先の管理, キャリア教育・就職に関する調査分析などがあげられる｡ キャリアセンター
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く, 双方向的でなければならない｡ キャリア教育側からの要望を受けて, 学部側のカリキュ
ラムを変更する場面があってもよいし, 逆に学部側の要請を受けて, キャリア教育側の内


















してきた｡ しかしながらキャリアセンターの理想とは別に, 準備不足 (設置の拙速), 過
大な期待, (質的) 要員不足などによって, 未だ所期の成果がえられていないというのが
実情とみられる｡
このため本稿では, まずキャリア教育に関する共通目標としての ｢ディプロマポリシー
あるいは大学の約束｣ の重要性を訴えた｡ そうしたなかで, 推進機関として学内幹部で構
成する ｢キャリア教育推進委員会｣ を設け, 当該委員会がキャリア教育のすべてに責任を
持ち, かつ推進に当たることを提言した｡
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現行の ｢キャリアセンター｣ については改革の必要性を示した｡ 教育のプロでは必ずし
もない事務職員・外部業者に委ねるキャリア教育の実態は早急に見直すべきであり, その
ために, 同センターを ｢キャリア教育室｣ と ｢就職活動支援室｣ のふたつに分けることと
した｡ キャリア教育室に所属するのはあくまでも教員であり, キャリア教育はそれらの教
員を中心に担当するイメージを描いている｡ この場合 ｢キャリア教育学 (論)｣ が必ずし
も確立しておらず, したがって担当教員の資格が問題視されるとすれば, これについては
別途鋭意対応を図らなければならない｡
｢キャリア教育室｣ と ｢学部｣ の関係は双方向の関係である｡ ある場合にはキャリア教
育室から学部への要望が示され, またある場合には逆に, 学部からキャリア教育室への要
望が図られる｡ そうしたなかで ｢ディプロマポリシー｣ を規範として, 協働してキャリア
教育の完成度を高めて行く｡ そのためには保守的教員が存在するとした場合, 彼らを含め
た先入観に基づかない議論が必要であることを, ここで敢えて強調しておきたい｡
冒頭はしがきで渡辺 (1960) から始めたのは, 大学教員のある意味普遍的な保守性に触
れたかったからである｡ こうした保守性は学問の庇護・発展という観点からは大事なこと





であり, またそれは急務であろう｡ そしてこの場合忘れてならないのは, 大学教育に馴染
まない学生を嘆く前に, そうした学生を受け入れたのはほかならぬ大学であることだ｡ 受
け入れた以上, 卒業証書を授与すると同時に, 社会人としての最低限の ‶品質保証" を図
るべきことは, 大学の本来的使命と決して矛盾する話ではないはずである｡
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た｡ しかしこれは, 未だ所期の成果がえられていないというのが実情である｡ このため本
稿では, キャリア教育に関する ｢ディプロマポリシーあるいは大学の約束｣ の明確化を図
るなかで, 幹部で構成する ｢キャリア教育推進委員会｣ を設け, これがキャリア教育のす
べてに責任を持ち, かつ推進に当たるべきことを提言した｡
キャリアセンターについては, 教育のプロでは必ずしもない事務職員・外部業者に委ね
る実態を早急に見直すべきであるとした｡ そのため, 同センターをキャリア教育室 (教員
組織) と就職活動支援室 (事務職員組織) のふたつに分けることとした｡
またキャリアセンターと学部の関係は, 要望をキャッチボールし合う双方向の関係でな
ければならない｡ そうするなかでディプロマポリシーを規範として, 教職員が協働してキャ
リア教育の完成度を高めて行く｡ なおこうした場合キャリア教育学 (論) が必ずしも確立
しておらず, したがって担当教員の資格が問題視されるとすれば, これについては鋭意対
応を図らなければならないと考えた｡
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